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人口減少・都市空間・都市計画

内閣府「選択する未来　－人口推計から見えてくる未来像－」委員会報告資料より抜粋　（2015年）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

800 1000 1200 1400 1600 1650 1700 1750 1800 1850 1900 1950 2000 2050 2100

（万人）

（年）

２．現状継続のままでは、人口は５千万人以下に

� 現状が継続することを前提とすると、2100年には日本の総人口は５千万人弱まで減少し、
明治末頃の人口規模になる見込み。
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2030年（中位推計）
11,662万人

高齢化率 31.6%
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（備考）国土交通省「国土の長期展望」（2011年）をもとに作成。
2010年以前の人口：総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）
それ以降の人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」

（2010年）
12,806万人

2050年（中位推計）
9,708万人

高齢化率 38.8%

合計特殊出生率の前提（2020年以降）
・高位推計 1.59‐1.61程度
・中位推計 1.33‐1.35程度
・低位推計 1.09‐1.12程度
（参考）2012年 1.41

長期的な人口の推移と将来推計
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都市の縮小

都市の中心

都市の中心

都市空間の変化
スポンジ化する都市



スポンジ化する都市
都市空間の変化



ゆっくりと変わる
個人が変える
小さな規模で変わる
様々なものに変わる
あちこち（ランダムな場所）で変わる

やわらかくてしぶとい都市空間

スポンジ化の特徴
都市空間の変化



コンパクト型 スポンジ型
理想主義？ 現実主義？

？
スポンジの構造をいかした、現実的なシナリオを
作ってどう都市に介入していくか？

都市計画のこれから



スポンジの穴を使っ
た民間や市民の取り
組み

公共による都市機能
整備の取り組み

居住地の 
維持

スポンジの穴

居住地の 
低密化

現実的なシナリオとは？



都市計画の実現手段
税でつくる 
（都市施設）

誰かにつくらせる 
（ゾーニング）

協力してつくる 
（市街地開発事業）

都市計画のこれから



２つの法の平面

目標

３つの 
実現手段

日常 祭り

永遠 時限

都市計画法 都市再生特別措置法

無名 有名

時間と主体と空間を限定することでどういう可能性が生まれるか？

全体 部分

都市計画のこれから



拠点への介入 
・公共施設再編シナリオ 
・市街地開発事業シナリオ 
・空き家・空き地再生シナリオ

住宅地の育成 
・成功したシナリオを補強する 
　よう３つの手段の再編成

縮小エリアの分析

市街地の維持

縮小エリアへの網掛け

都市計画法と都市再生法の二つの平面で支えていく

都市計画のこれから
３つの段階



近隣センター 津波復興拠点

コミュニティの拠点リノベーション
（株）リノベリングのウェブサイトより引用

市街地再開発

拠点のつくりかた



やぼろじ（国立市） 杉の子ひろば（日野市）

拠点のつくりかた



拠点のつくりかた
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施策に齟齬が生じていないか検証した。

　①『住宅地エリア』は、都市郊外・地方都市どちらも、

古い住宅はあっても空家かどうか外観からは判別がつき

にくい印象であった。整備された道路が通り、住宅・宅地

が市場で再流通が望める地区では、管理不全や放置を防ぐ

ことが課題になると考える。一方、狭小で駐車スペースが

無い宅地が多い地区も見受けられた。このような地区で、

空家跡地活用型まちづくりに発展性があると考える。

　しかし、このエリアに課題を持つ自治体の空家施策で、

最も高い割合で取り組まれているのは、「空家所有者に対

する相談窓口の設置」、次いで「空家の流通支援」、「空家

バンクの設置」であり、空家跡地活用型まちづくりに関連

する施策は実施が少なかった。

　②『旧市街地エリア』は、大都市圏郊外、地方都市どち

らも、狭隘な道路、住宅の密集、住宅が老朽化している

印象があった。特に大都市圏郊外では、その密度が高く、

賃貸共同住宅の老朽化も見受けられた。老朽化を防ぎ、建

て替え等建築物の更新を促すことが課題であるが、空家単

独では再建築可能にすることは困難であり、近接する土地

建物を計画的に整備する必要性があると考える。

　しかし、このエリアに課題を持つ自治体の空家施策も、

空家跡地活用型まちづくりに関連する施策は実施割合が

少なく、前述の課題を解決するには十分ではない可能性が

あると考える。いずれの施策も、実施予定である自治体が

多いため、今後の動向にも注目していく必要がある。

４．空家跡地活用型まちづくりの取り組み

４ー１.自治体による跡地利用支援の実態
　空家施策のうち、跡地利用支援について、アンケート

調査と文献調査で判明した事例（19 件）の詳細を調査し、

その実態を 6 分類に整理した（表 2）。前橋市では、個人

の住宅建て替えや駐車場化を前提に空家解体等への支援

が行われており、他と比較し活用数が多かった。室蘭市で

は、買い手・借り手となりうる可能性が高い近隣住民を対

象に、跡地の賃貸・売買を斡旋する取り組みも見られた。

これらは、行政が個人の資産に対して不動産市場を介さな

い跡地活用を促している特徴的な取り組みといえる。

　一方で、老朽危険家屋を対象とし、公益的な活用や防災

空地を前提としている取り組みの活用数は少数に留まっ

ていたが、該当する土地の寄付を受け付けていた。

４ー２.山形県鶴岡市とつるおかランド・バンクの取り組み

　鶴岡市の空家対策の実践を担う「NPO つるおかランド・

バンク」（以降ランド・バンク）は、宅建業者等（以降登

録宅建業者）で構成され、①空家の寄付か低廉売却を受け、

空家の解体、周辺の狭隘道路や空き地を一体的に整備する

ランド・バンク事業、②私道整備などの支援を行う「ラン

ド・バンクファンド事業」、③「空き家コンバージョン事

業」、④空家バンク、⑤「空き家委託管理事業」を行って

いる。ランド・バンクの取り組みの中でも、計画的に空家

と空家跡地を活用し宅地の未接道を解消した取り組み（4

件）の詳細を示す（図 3 に 1 事例記載）。主な流れは、鶴

岡市と共催の相談会で相談があった空家を登録宅建業者

が預かり、周辺の不動産の調査、権利関係の調整、取引契

約をし、整備工事の後、ランド・バンクファンドより費用

助成を受けていた。狭隘道路の拡幅目的で空家跡地の一部

を市に寄付している。

　事例は共通して、空家や土地単体では、売買・賃貸が困

難な状況であったが、近接している土地・建物を組み合わ

せて課題を解決している。事業主体は近隣の住人や一般企

業であり、事業期間が数ヶ月と短い。また、着実に周辺住

民の生活利便を向上させていること、助成対象・区域が拡

大されていることから、今後の発展が期待できる。

【補注】

1）	国土交通省.空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況調査.(2015.1)

2)	①一体的に開発された住宅地エリア(おおむね1985年以前),②一体的に開発

された住宅地エリア(おおむね1985年以降),③スプロール的に開発された住宅

地エリア,④1950年頃には既に市街化されていたエリア,⑤中心市街地,⑥大規

模な工場やその跡地の周辺エリア、⑦公的賃貸住宅団地が立地するエリア,⑧農

山漁村を中心とするエリアの8カテゴリーである。

3)「一体的に開発された住宅地エリア（おおむね	1985	年以前）」をさす。

4)「1950	年頃には既に市街化されていたエリア	」をさす。
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施策に齟齬が生じていないか検証した。

　①『住宅地エリア』は、都市郊外・地方都市どちらも、

古い住宅はあっても空家かどうか外観からは判別がつき

にくい印象であった。整備された道路が通り、住宅・宅地

が市場で再流通が望める地区では、管理不全や放置を防ぐ

ことが課題になると考える。一方、狭小で駐車スペースが

無い宅地が多い地区も見受けられた。このような地区で、

空家跡地活用型まちづくりに発展性があると考える。

　しかし、このエリアに課題を持つ自治体の空家施策で、

最も高い割合で取り組まれているのは、「空家所有者に対

する相談窓口の設置」、次いで「空家の流通支援」、「空家

バンクの設置」であり、空家跡地活用型まちづくりに関連

する施策は実施が少なかった。

　②『旧市街地エリア』は、大都市圏郊外、地方都市どち

らも、狭隘な道路、住宅の密集、住宅が老朽化している

印象があった。特に大都市圏郊外では、その密度が高く、

賃貸共同住宅の老朽化も見受けられた。老朽化を防ぎ、建

て替え等建築物の更新を促すことが課題であるが、空家単

独では再建築可能にすることは困難であり、近接する土地

建物を計画的に整備する必要性があると考える。

　しかし、このエリアに課題を持つ自治体の空家施策も、

空家跡地活用型まちづくりに関連する施策は実施割合が

少なく、前述の課題を解決するには十分ではない可能性が

あると考える。いずれの施策も、実施予定である自治体が

多いため、今後の動向にも注目していく必要がある。

４．空家跡地活用型まちづくりの取り組み

４ー１.自治体による跡地利用支援の実態
　空家施策のうち、跡地利用支援について、アンケート

調査と文献調査で判明した事例（19 件）の詳細を調査し、

その実態を 6 分類に整理した（表 2）。前橋市では、個人

の住宅建て替えや駐車場化を前提に空家解体等への支援

が行われており、他と比較し活用数が多かった。室蘭市で

は、買い手・借り手となりうる可能性が高い近隣住民を対

象に、跡地の賃貸・売買を斡旋する取り組みも見られた。

これらは、行政が個人の資産に対して不動産市場を介さな

い跡地活用を促している特徴的な取り組みといえる。

　一方で、老朽危険家屋を対象とし、公益的な活用や防災

空地を前提としている取り組みの活用数は少数に留まっ

ていたが、該当する土地の寄付を受け付けていた。

４ー２.山形県鶴岡市とつるおかランド・バンクの取り組み

　鶴岡市の空家対策の実践を担う「NPO つるおかランド・

バンク」（以降ランド・バンク）は、宅建業者等（以降登

録宅建業者）で構成され、①空家の寄付か低廉売却を受け、

空家の解体、周辺の狭隘道路や空き地を一体的に整備する

ランド・バンク事業、②私道整備などの支援を行う「ラン

ド・バンクファンド事業」、③「空き家コンバージョン事

業」、④空家バンク、⑤「空き家委託管理事業」を行って

いる。ランド・バンクの取り組みの中でも、計画的に空家

と空家跡地を活用し宅地の未接道を解消した取り組み（4

件）の詳細を示す（図 3 に 1 事例記載）。主な流れは、鶴

岡市と共催の相談会で相談があった空家を登録宅建業者

が預かり、周辺の不動産の調査、権利関係の調整、取引契

約をし、整備工事の後、ランド・バンクファンドより費用

助成を受けていた。狭隘道路の拡幅目的で空家跡地の一部

を市に寄付している。

　事例は共通して、空家や土地単体では、売買・賃貸が困

難な状況であったが、近接している土地・建物を組み合わ

せて課題を解決している。事業主体は近隣の住人や一般企

業であり、事業期間が数ヶ月と短い。また、着実に周辺住

民の生活利便を向上させていること、助成対象・区域が拡

大されていることから、今後の発展が期待できる。

【補注】

1）	国土交通省.空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況調査.(2015.1)

2)	①一体的に開発された住宅地エリア(おおむね1985年以前),②一体的に開発

された住宅地エリア(おおむね1985年以降),③スプロール的に開発された住宅

地エリア,④1950年頃には既に市街化されていたエリア,⑤中心市街地,⑥大規

模な工場やその跡地の周辺エリア、⑦公的賃貸住宅団地が立地するエリア,⑧農

山漁村を中心とするエリアの8カテゴリーである。

3)「一体的に開発された住宅地エリア（おおむね	1985	年以前）」をさす。

4)「1950	年頃には既に市街化されていたエリア	」をさす。
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図 3　つるおかランド・バンク事例
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住宅Dが空家Bの跡地を購入し、駐車場として活用することが
可能になった。住宅Cが住宅前の土地を駐車場として活用。私
道は2項道路であるため、住宅Cに隣接していた空地は、整形で
接道状況も改善し、住宅Cの子供世代が住宅Eを新築した。

空家Aを除却し、クランク型の私道を直線状に付け替え、
空家Bも除却した。（私道の所有権は現在手続き中。）

ランド・バンクと市が共催の空家相談会で老朽化が進んだ
空家Aと空家Bについてそれぞれ所有者から相談があった。
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どの計画を優先させるか？

シナリオA　交通→拠点→住まい 
↓ 
シナリオB　拠点→住まい→交通 
↓ 
シナリオC　住まい→拠点→交通 
↓ 
シナリオD　しごと→住まい→拠点→交通

都市計画のこれから



住まい 拠点 交通

調べる
こと

決める
こと

関係を
つくる
相手

住環境の質 
公共空間・インフラの状態 
スポンジ化の実態 
空き家が発生する仕組み 
住宅市場での位置　等

住宅地の将来の姿 
必要な都市機能 
住宅地の運営の方針 
居住誘導の区分け　等

地域の自治組織 
空き家のオーナー 
地域の不動産業者 
空き家バンク　等

都市機能集積の実態 
拠点の空間の質 
都市機能の事業者の意向 
大規模土地の動向　等

関連す
る計画

空家等対策計画 
住生活基本計画　等

拠点の位置、数 
拠点の空間像 
拠点のエリアマネジメントの方針 
公共施設の再配置 
誘導する都市機能　等

エリアマネジメントの主体 
土地所有者 
商業・医療・福祉などの事業者　等

中心市街地活性化計画 
公共施設等総合管理計画　等

公共交通網等形成計画 
都市計画道路網の整備方針　等

公共交通の事業者　等

住宅地を支える拠点を形成する 住宅地と拠点を支える交通網を形成する暮らしを支える住宅地を形成する

公共交通の路線実態 
公共交通の運行実態　等

公共交通網の路線 
公共交通の運行 
駅、バス停に付加する機能　等

シナリオC　住まい→拠点→交通

饗庭伸（2018）機能する立地適正化計画をつくる，都市とガバナンス　no,29　日本都市センター



都市計画

まちづくり

中動

能動

受動

時間昭和20年 平成30年

①

②

④

③

縮小エリアへの対応

未来

都市計画のこれから
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